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1. 端株制度の趣旨 

昭和 56 年改正商法における 株式に関する 主要 

な 改正点 は ，株式単位の 引上げ，額面株式と 無 

額面株式の同質化， 自己株式規制，相互保有 規 

制 等であ る， 

なかでも株式単位の 引上げは改正の 中心をな 

すものであ り，既存の上場会社 ( 改正法施行後 

の上場会社を 含む ) および改正法施行後の 新設 

会社の双方に ，強制されるものであ る。 しかし 

双方における 株式単位の引上げの 方法は異 - な 

る 。 既存の上場会社は ，単位株制度の 導入 ( 附 

則第ト条 以下 ) という方法に 従い，新設会社は 

設立時の最低額面金額 ( 無額面株式は 最低発行 

価額 ) の 5 万円への引上げ ( 商法第 166 条第 2 

項 ，第 168 条の 3) という方法 p こ よっている。 

いずれの場合においても ， 1 単位当たりまたは 

Ⅰ 株 当だりの純資産額 5 万円を割ることとなる 

分割等を認めないことにより ，株式単位の 引 下 

げに歯止めをかけている ( 附則 盟条 ，商法第 293 

条 0  3 第 2 項等 ), 

株式単位の引上げは ，株主管理費用等 " 0 節 

減 ・合理化あ るいは不健全な 零細投資の防止を 

目的とするものであ るが，改正法における よう   
1) 株主の管理費としては ， 株主総会の招集通知 

状 ，委任状・参考書類・ 営業報告書・ 配当金 領 
収書 ・各種封筒などの 印刷作製 費 ， 発送 費 ， 株 

式事務代行手数料，その 他があ る。 これら株主 
管理費用は，株主工人当たり 年間 2, ㏄ 0 ～ 3,000 

日程度に達しているといわれている ( 大和証券 

調査部 編 「株主総会白書」 『商事法務 山 922 号 
昭和 56 年 n1 月 )  64-65 頁 ) 。 

に 株式の券面 観 ないしは発行価額が 大幅に引上 

げられると， 1 株に満たない 端数のもつ経済的 

価値が無視しえないものとなる。 これに対し 

て，旧商法 下 においては，額面株式の 券面額の 

最低は 500 円であ り，昭和 25 年の改正法施行双 

に 設立され だ 会社につ L. 、 ては， 50 円または 20 円 

の券面額の株式が 認められているため ，経済的 

価値のあ まりにも低いⅠ株に 満たない端数につ 

いて格別の配慮をする 必 、 要もなく，それほど 問 

題 にはならなかった。 すなわち，旧商法のもと 

では，株主割当ての 新株発行，無償交付，株式 

配当，株式併合または 分割の際に，株主がそれま 

で有していた 株式数に対する 一定割合の数の 株 

式が株主に交付されることとなった 場合に， 1 

棟木満の数の 割当てを受けることとなった 株主 

については，有償の 新株発行の場合は ，株主に 

まったく権 利を与えないこととし ，その他の場 

合は，会社が 端数を一括して 売却し，その 代金 

を端数の割合に 応じて株主に 分配するという 措 

置 をとることができた ，抱合せ増資の 際に新株 

引受権 につ。 て 生ずる端株については ，端株主 

に無償分の価値を 確保させるため ，会社は，そ 

れにっき株主を 募集するか， またはそれにっき 

株主が新株引受権 を有するものとみなして ，そ 

れを売却し，双者の 場合の発行価額と 有償 分の 

払込金額との 差額および後者の 場合の売却代金 

の合計額を端株主に 分配すべ き ものとして ぃ 

Ⅰ -@ Ⅰ。 

けれども新商法において 株式単位が引上げら 

れると， この ょう な端数といえども 相当の価値 

を有するから ，旧商法の よう 。 こその存在を 無視 
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することはできない。 すなわち， 1 株に満たな 

い端数については ， これをそれ自体としてあ ら 

たな投資単位とすることは 排除しながら ，既存 

の株主の経済的利益を 保護する方途を 考えざる 

をえなし・、 2)0 

そこで昭和 56 年改正商法は ，既存会社につい 

ては，相当程度の 株主権 的権 利を認める単位株 

制度を附則第 15 条以下に暫定的処置として 定 

め，他方新設会社については ，第 230 条の 2 以 

下の規定を置いて ，あ る種の株主権 的権 利を認 

める端株制度を 新設したのであ る。 

この端株制度のもとでは ，新株の発行等によ 

って 1 株未満の割当てを 受けた株主について 

も， 1 株の 100 分の 1 をもって 1 端株とし， 株 

主に対して端株が 発行される。 したがって 100 

分の上に満たない 端数に関しては ，旧商法と同 

様，有償の新株発行の 場合ならば，株主には 割 

当てを受ける 権 利はなく，その 他の場合は，会社 

が一括して売却し ，株主。 こ 代金をその端数の 割 

合 に応じて交付することになる。 株式の併合・ 

分割などによって ，既発行の株式につぎ ， 1 株 

の 100 分の 1 の端数が生じたときに ， これを端 

株として存続させるのが 端株制度なのであ る。 

このように 1 株の 100 分の 1 をもって上端株と 

したのは，改正商法では 設立時の額面株式の 券 

面額が 5 万円以上であ るのに対し，旧商法にお 

ける額面株式の 券面額が 500 円以上で，新商法 

の 100 分の 1 であ ることから， 旧商法とそれほ 

ど 変わらない方法で 株主割当てによる 株式の発 

行を取扱 う こととしたためであ る。 この ょう な 

端株制度は，株式単位の 引上げに よ る企業金融 

に対する影響を 最小限にしょうとするものであ 

る " 。 この端株制度についての 一般の理解が 深 

まれば，附則 第 15 条以下に定める 単位株制度を 

早期に解消することも 可能になると 思われるの。   
2)  倉沢康一郎「株式制度」『枕経セミナ 一刀 26 巻 

13 号 ( 昭和 56 年 9 月 ) 18 頁。 
3)  元木 ィ 中丁改正商法逐条解説 J  ( 商事法務研究 

会，昭和 56 年 12 月 ) 64 頁。 元木 吉 稲葉「商法等 

一部改正法の 解説」『説経通信』 36 巻 12 号 ( 昭和 

56 年 9 月 ) 14 頁。 

しかし現在の 50 月額面の会社が ，改正法施行後 

に， 1OOCf 株を 1 株に併合し，額面を 5 万円に変 

更した場合，現在の 1 株から 9 株に相当する 部 

分が切捨てられることになり ，端株制度への 移 

行は，額面 500 円の会社よりもスムーズには 進 

まないことも 考えられる 5, 。 

改正法は， 1 株の 100 分の 1 を一つの単位と 

して端株を認めたことにともない ，端株原簿 

( 商法第 230 条の 2, 第 230 条のの，端株券 ( 商 

法 第 230 条の 3), および端株主の 権 利 ( 商法第 

230 条の 4, 第 230 条の 5) 等に，法的整備をは 

かっている。 

11. 改正試案および 改正要綱における 端株 

株式制度改正試案 ( 法務省民事局参事官室昭 

和 52 年 5 月 16 日 ) の段階では， 1 株に満たない 

端数の新株引受権 をも，従来のように 無視しな 

いで， これを認めることとした。 しかしこの場 

合，端株券は 発行せず，原則として 新株発行の 

際に ， 1 株に満たない 端株をすべて 処理するこ 

ととした ( 試案第一の六 ) 。 

端株の処理方法は ，以下のようなものであ っ 

た 。 第 1 に ，株式分割，準備金の 資本組入によ 

る新株発行のような 無償交付または 株式配当の 

場合に生ずる 端株 (1 株に満たない 端数 ) につ 

いては，会社は ， 次のいずれか 一つを自由に 選 

択できるものとした。 まず，端株をまとめて 相 

当の期間内に 売却し，端株主にその 代金を分配 

する ( 同 (") ㈲ ) か ，株主がその 発行を受けるべ 

き端株と合わせて 1 株となる端株の 価格に相当 

する金額を支払って ， 1 株の株式の取得を 求め 

る 旨の請求をすること ( 端株の買 増 請求権 ) を 

認め，一定期間 杣 こその請求がない 端株につい 

ては，それを 売却して売却代金を 端株主に分配   
4) 元木坂稲葉・ 前掲『枕経通信 ゴ 36 巻は号 14 頁。 

元木 二 稲葉「商法の 一部を改正する 法律の概 
要 」 了 別冊商事法務』 50 号 ( 昭和 56 年 7 月 )13 頁。 

5)  実務界からの 指摘として，橋本孝一「端株・ 端 

株の取扱実務」ア 説経通信 J 36 巻 12 号 ( 昭和 56 年 

6 月 ) 94 頁参照。 
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する ( 同 ㈲ ( ロ )), 株式併合の際に 生ずる端株に 

ついてほこの 方法による ( 同 ( 。 )) 。 端株の買 増 

請求権 を認める後者の 方法の場合，会社は ，買 

増 請求をしない 株主に対する 端株を，買埋請求 

をした株主に 売渡し， 売 渡す端数が不足すると 

きぽ新 だに新株を発行して ， これに充当し ，買 

増 請求をしない 端株の方が多ければ ， 残った 端 

株を売却するものであ る ( 同 (b) ( 注 ) (2)), 結局 

試案は，無償増資については ，会社が端株を 一 

括 売却して， 売得金 をその端株を 受けるべ き者 

に 分配する方法と ， 1 株とするために 端株の新 

株 を受けるべき 者に端株の買 増 請求を許す方法 

との選択を認めているのであ る 6, 。 

第 2 に，株主剤当， または抱合せ 増資等の有 

償 増資の場合には ，会社は，その 合計に相当す 

る 株式につき，株主を 募集し， まだは新株引受 

権 を売却し，発行価額と 当初の株主が 払込むべ 

き 金額との差額，または 売却代金を，端株の 新株 

引受 権 を有すべき株主に 分配するものとしだ。 

有償増資の場合には ，試案は，無償増資の 場合 

に 認められる端株主の 端株買 増 請求権 を認めて 

い な L         

改正試案は，無償増資の 場合と有償増資の 場 

合 とを分けているが ， 旧法上との違 いは ，前者 

の場合にほ一括売主 口 ・金銭分配の 方法を採って 

おり，後者の 場合には新株引受権 自体が否定さ 

れている点にあ る。 

なお，改正試案では ，端株を株主の 希望に ょ 

り 1 株にまとまるまで 会社に登録しておく 制度 

の 採否についてほ ，振替決済の 制度とともに 倹 

記 する ( 同 (b)( 法 )(3)) としていた。 

改正要綱 ( 商法等の一部を 改正する法律案 要 
  
6)  買増 請求を認めることについては ，経済界では ， 

事務処理上の 困難を理由に ， 旧商法と同様に 現 
金 による分配だけを 希望する意見が 多かった よ 

ぅ であ る ( 元木目稲葉「株式制度改正試案に 対 
する各界意見の 分析」『別冊商事法務 J 5l 号 ( 昭 

和 56 年 7 月 )56 頁参照 コ 。 なお，慶応義塾大学商 

法 研究会「株式制度に 関する改正意見」「法学 
研究 コ 51 巻 1 号 ( 昭和 53 年 1 月 ) 90 頁参照。 

7)  並木俊守下商法改正試案の 解説』 ( 有信堂 ，昭和 
55 年 7  月 )  55-51 頁 0 

綱 昭和 56 年 1 月 26 日法制審議会総会決定 ) での 

端株の取扱いは ，改正法とほぼ 同じであ る。 た 

            定款で，利益もしくは 利息の配当まだは 金 

銭の分配を受ける 権 利，新株・転換社憤まだは 

新株引受権 利 社 廣の引受権 を与えうる端株主を 

端株の登録をした 者 ( まだは端株の 登録をした 

者で株主であ るもの ) に限定していた 点で ，改 

正法と相違する。 まだ，改正法第 230 条の 9 で 

は ，端株の合計数に 相当する株式の 数と発行済 

株式総数との 関係が定められているが ，改正要 

網 にはこの趣旨の 規定 は ながったという 点、 も 相 

三塁する B, 。 

結局改正試案，改正要綱および 改正法は，端株 

の 経済的価値が 大きくなることから ，株式の大 

衆 化にともな う小 株主の利益保護 ( 持分比率の 

維持等 ) のために端株の 存在を認めだのであ る。 

I11.  端株制度が適用される 会社 

端株制度は，株式単位の 引上げにともな う も 

のであ るから，設立に 際して発行される 額面株 

式の金額および 無額面株式の 発行価額が 5 万円 

以上でなければならないこととされる 新法施行 

後の新設会社にのみ ，原則として 適用される。 

改正商法 ( 新株引受権 附社債に関する 規定を除 

く ) は ，昭和 57 年 10 月 1 日から施行されるので ， 

同年 9 月 30 日以前に設立された 株式会社 ( 既存 

会社 ), および同年 10 月 1 日以降設立される 株式 

会社であ っても， 9 月 30 日以前に，発起設立に 

あ っては発起人が 株式を引受けている 場合， あ 

るいは募集設立にあ っては株主の 募集に着手し 

た 場合には，端株制度は 適用されない ( 附則 第 

6 条第 1 項，第 3 条 ) 。 これらの会社は ， 1 株 t. こ 

満たない端数をすべて 売却し，売却代金を 株主 

に 分配することになる ( 商法第 293 条の 2 第 3 

項 本文， 第 293 条の 3 の 6 第 1 項本文等 ) 。 こ 

れるの会社の 新株引受権 を有する株主の 新株の 

割当を受ける 権 利に関しては ，改正法施行後も 

8) 北沢正客 T 改正株式会社法解説 Jl ( 税務経理 協 
会 ，昭和 56 年 9 月 ) 30 頁参照。 
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旧法が適用される ( 附則第 6 条第 2 項 ) 。 したが 

って，有償，無償の 新株発行においても ，端株 

の割当てを受けることになる 株主 は ，新株につ 

いて，引受 権 またほ交付を 受ける権 利に関して 

は，旧商法と 同じ取扱いがなされる。 

ただし既存会社であ っても，額面株式 1 株の 

金額が 5 万円以上のもの ， または 1 株 当たりの 

純資産額が 5 万円以上のものについては ，端株 

制度の適用があ る。 1 株当たりの純資産額とは ， 

最後の決算期における 貸借対照表上の 純資産額 

を発行済株式の 総数で割った 額であ る。 この要 

件が，新商法施行後に 設立される株式会社で ， 

新商法施行日双に ，発起設立にあ っては株式の 

引受がなされ ，募集設立にあ っては株式の 募集 

がなされた会社に 該当すれば，既存会社と 同様 

に端株制度が 適用される。 この要件に該当する 

にいたった理由は 限定されていないので ，改正 

法施行後の株式併合その 他の事由による 場合も 

含まれる。 要件が満たされた 日から，端株制度 

が 適用される。 一旦この要件が 満たされると ， 

その後要件に 該当しなくなった 場合でも，端株 

制度は引続き 適用されることになる㊤。 

既存の上場会社で ，単位株制度の 採用が強制 

される会社は ，すべて端株制度の 適用はない。 

これらの会社については ，法律で 1 単位の株式 

を 1 株に併合したものとみなされるときから ， 

端株制度が適用されることになる。 単位株制度 

は，現行法の 株式の併合にともな う 弊害を避 け 

ながら単位の 引上げをはかろうとするものであ 

り，暫定的な 措置として位置づげられているか 

らであ る。 そしてこの単位株制度は 別に法律で 

定める日に終了する ，。 ， ( 附則 第巧条 第 f 項 ) 。 

IV. 端株の発生 

端株は，改正商法第 230 条の 2 の規定に よ り ， 

9)  元木 神 前掲 書 ， 327-328 頁。 北沢正 啓 前掲 
書 ， 30-31 頁 。 

10)  この終了時期については ，前田 庸 「商法改正要 

綱案について」 子 会報 コ ( 東京株式懇話会 ) 昭和 
56 年 2 月号 35 頁参照。 

株式の発行，併合または 分割によって 生ずる。 

新設合併を除く 会社設立の場合，あ るいは株主 

割当以外の有償増資の 場合に，端株が 生ずるこ 

とはないから ，端株を発行することはできない。 

端株が生ずる 株式発行の具体的な 場合は ，次 
のものが考えられる。 

株主割当てに よ る有償増資 ( 商法第 280 条の 

4 第 1 項 ) 

株式配当 ( 商法第 293 条の 2 第 3 項 ) 

準備金の資本組入れに よ る無償交付 ( 商法第 

293 条の 3 第 4 項 ) 

資本金と 株金 総額との差額に よ る無償交付 

( 商法第 293 条の 3 の 2 第 2 項 ) 

株式併合 ( 商法第 293 条の 3 の 6 第 Ⅰ 項 ) 

株式分割 ( 商法第 293 条の 4 第 2 項 ) 

改正法のもとでの 株式の分割は ，会社成立後 

において，資産の 裏 付けさえあ れば，取締役会 

の決議をもって 自由になすことができるように 

なった ( 商法第 293 条の 4) ので， 1 株未満の 

いわゆる端株発生の 可能性が高くなったといえ 

よう。 

このほか，株式併合をともなれない 合併の場 

合にも，消滅会社が 端株を発行していれば ，存 

続会社または 新設会社は，端株を 発行すること 

になる。 なお，転換社債の 転換による新株発行 

または新株引受権 附社債権 者に対する新株発行 

の際にも， 1 株 ひこ 満たない端数が 生じることが 

あ る。 これら端数の 取扱いに関する 特別な規定 

はないけれども ，端株制度適用の 要件を満たし 

ている会社であ れば，類推適用されて ， 1 株の 

100 分の 1 の端数まで新株の 割当てを受けるこ 

とができるものと 解される ", 。 

端数が生ずるときは ，会社は一定の 期日を定 

めて，株主に 端株の取得を 欲しない旨を 申出る 

機会を与えなければならない ( 商法第 230 条の 

2 第 1 項 ) が，その旨の 申出があ った部分は， 

端株として成立しない。 

ⅠⅠ )  倉沢康一郎 前掲 書 ， 19 頁。 元木ょ稲葉・ 前掲 
に別冊商事法務 コ ㏄ 号 ， 13 頁。 元木Ⅰ稲葉・ 前 

掲『枕経通信』 36 巻 12 号， 14-15 頁 0 
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V. 端株の概念と 性質 

改正商法が規定する 端株というのは ， 1 株の 

100 分の 1 あ るい ほ その整数倍ごとに ，最高 99 

倍をもって所定の 権 利を認めるものであ る。 

100 分の上に満たない 端数については ， 有償増 

資の場合は無視され・ ，その他の場合は 金銭に換 

えられることになる。 したがって ， 1 株に満た 

ない端数のすべてを 意味するものではない。 ま 

た，証券取引の 実務 界 でいう端株というのは ， 

取引所における 売買単位未満の 数の株式を意味 

しそれ自体が 株式そのものであ るという点で ， 

改正商法上の 端株とは異なるものであ る。 

端株は記名株式についてのみ 認められる ( 商 

法 第 230 条の 2 第 1 項 ) から，無記名株式につ 

いて端数が生じるようなことがあ っても，その 

場合は金銭をもって 処理されることになる。 

ところで，改正商法上の 端株が株式と 同一の 

ものであ るかどうかについては ，検討する必要 

があ る。 法令の規定上，株式，新株，株主とい 

5 場合，性質上特に 区別する必要のないと ぎ は， 

端株にも，端株主にも 適用されると 考えるべき 

であ ろうが，逆に 端株，端株主という 場合には， 

特に限定して 用いられているのであ るから， こ 

れらを株式，株主という 意味に理解することは 

できない。 したがって，端株が 会社に対する 権 

利として認められたとしても ，株主権 の単位部 

分は株式であ るから，その 単位に達しない 端株 

は株式ではない。 また端株主の 権 利も株主権 で 

はないと考えられる ", 。 もっとも，端株刈 株式 

という関連で 理解すべぎときには 厳格に区別さ 

れねばならないのであ るが， たとえば社債との 

比較という点になれば ，広い意味で 抽象 白 りには， 

端株も株式であ るとして理解することは 可能で 

あ るⅣ。 なぜなら端株といえども ，会社財産に 

対する実質的な 持分を示しているからであ る。 

けれども，株券には 端株券は当然にほ 含まれ 

ないし， 株主名簿と端株原簿は 区別されねばな 

うない。 

12)  倉沢康一郎 前掲 書 ， 2(n 頁 参照。 

また，発行済株式総数は ，端株の合計数が 含 

まれているのであ るから，端株がまとまって 1 

株になったからといって ，発行済株式総数に 変 

更は生じない。 

なお，端株といっても ，額面株式または 血 額面 

株式の端株であ るから，取締役会が 株式の転換 

の決議をすれば ，端株も転換ざれたことになる。 

端株についても 株式の譲渡制限制度 ( 商法第 

204 条の 2 以下 ) が適用できるかどうかは ， 解 

釈上 疑義があ る。 なぜなら，端株券は 本来的に 

無記名式のものだからであ る。 同時に，無記名 

式の株式の発行は 会社の任意であ るが，端株の 

発行は必然的であ ることが考慮さ " ね ば ならな 

いからであ る。 

VI. 端株原簿の意義 

改正商法は，株式の 発行，併合まだ ほ 分割に 

より，記名株式につき 1 株の 100 分の 1 の整数 

倍に当だる端数が 生じたときほ ，会社の定める 

一定期日までに 記載を欲しない 等の申出がない 

かぎり，会社はその 端株について ，端株原簿，。 ， 

に 所定の事項を 記載しなければならないことと 

した ( 商法第 230 条の 2 第 1 項 ), 株主が記載を 

欲しない等を 申出だ端株および 1 株の 100 分の 

ェ未 満の端数についてほ ，会社が一括売却し ， 

代金を端株主に 分配しなければならない ，この 

ことは，株式配当 ( 商法第 293 条の 2 第 3 項 ), 

準備金の資本組入れにともな う 無償交付 ( 商法 

第 293 条の 3 第 2 項 ), 額面超過額を 利用した 無 

償 交付 ( 商法第 293 条の 3 の 2 第 2 項 ), 株式 併 

  

13)  元木 二 稲葉 前掲別冊商事法務 50 号 13 頁。 およ 

び元木 二 稲葉 前掲『秘経通信』 36 巻は号， 14 
頁参照。 稲葉威雄「昭和 56 年改正商法に 関する 
質疑応答」代行リボート ( 東洋信託銀行 ) 58-   号 

( 昭和 56 年 9 月 ) 1 頁参照。 なお，元木神 前掲 
書 ， 65 頁は，端株を 生成過程中の 株式ともいう 

べき性質を有する ， と 指摘する。 けれども，株 

式も端株も並存する 制度であ るということを 看 
過することはできない。 

14)  端株原簿という 名称は，社債原簿にならったも 
のであ る ( 元木 伸 ・前掲 書 ， 65 頁参照 ) 。 
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合 ( 商法第 293 条の 3 の 6 第 1 項 ), 資本減少の 

場合の株式併合 ( 商法第 377 条第 1 項 ), 合併の 

際の株式併合 ( 商法第 416 条第 3 項 ) 等の場合 

に該当する。 

しかしこのような 規定がない場合，たとえば 

有償増資のように ，新株の申込みをし ，払込み 

をして初めて 端数が生じるような 場合 v こは，端 

株の発行を欲しない 旨の申 出は ，法律上無意味 

というほかない。 同様のことは ，転換株式・ 転 

換 社債の転換 権 行使および新株引受権 附社債の 

新株引受権 行使に よ る場合についてもいえる。 

この ょう な場合に端株主が 換金することを 欲す 

るときは，端株主 は 端株原簿に記載した 後端株 

券の発行を受けて ，その端株券を 利用すること 

になる。 しだがって会社の 側でほ，株主が 売却 

代金の交付を 希望して，会社に 端株原簿の記載 

を欲しない旨の 申出なしても ， この 中 出は法律 

上意味をなさず ，会社には端株原簿への 記載が 

法定的に義務づげられていることになる。 この 

場合に売却代金の 交付を希望する 株主にとって 

は，端株券の 交付を受けてみずからこれを 売却 

しなければならないことになる。 今後の端株の 

市場形成いかんによっては ，問題とすべきもの 
であ る，。 ) 

端株原簿に記載を 欲しない旨の 申出について 

は，その都度具体的に 端株が発生することとな 

った場合に初めて 認められるもので ，将来発行 

される端株に 対して，あ らかじめ端株を 欲しな 

い 旨を包括的に 申出ることは 許されないものと 

解される。 このような場合，会社に 法律上の義 

務がないから ，会社側からこれに 応ずる必要は 

ない。 この意味で，会社の 側からあ えて応ずる 

場合までも，法律上無効と 解し，これを 禁ずる 

必要はないと 思われる。 

端株原簿は，端株主のための 株主名簿ともい 

う べきものであ るから，株主名簿と 同様に一定 

の法的効果が 認められる法定的帳 簿であ る。 し 

たがって端株制度が 適用される会社は ，端株 原 

15)                                            この点につき ， 元 

本 件 前掲 書 ， 69 頁参照。 

簿の作成および 備置 が義務づげられ ，端株主 は 

端株原簿の閲覧または 謄写請求権 が認められて 

いる ( 商法第 263 条第 1 項，第 3 項 ) 。 しかし 

株主および会社の 債権 者には，定款，株主名簿， 

端株原簿および 社債原簿のいずれに 対しても 閲 

覧 または謄写請求権 が認められている ( 商法第 

263 条第 2 項 ) のに対し， このうち株主名簿お 

よび社債原簿の 閲覧またほ謄写請求権 は，端株 

主に認められていない。 この ょう に株主名簿 と 

端株原簿では ，閲覧またほ 謄写請求権 を有する 

者に差異が認められる。 

端株原簿は，記名株式についての 株主名簿に 

相当するものとはいえ ，端株の性質上端株原簿 
の記載の対象にっき 異なる点もあ る。 まず， 株 

玉名簿の場合は ，会社の発行したすべての 記名 

株式につき，当然に 所定の事項 ( 商法第 223 条 

第 1 項 ) が記載されなければならないのに 対し， 

前述したよ う に端株原簿の 場合 は ，端株主が記 

載を欲しない 旨を申出たときほ ，その端株にっ 

き記載がなされないことになる。 

端株原簿の記載事項は ，端株主の氏名および 

住所，各端株主の 有する端株の 額面無額面の 別， 

その種類および 1 株に対する割合，各端株の 取 

得の年月日であ る，。 ，。 株主名簿の記載事項 ( 商 

法第 223 条筆エ 項 ) とほとんど異なるものでは 

ないが，株主名簿には ，各株主の右する 株式につ 

ぎ株券を発行したるときは ，その株券の 番号を 

記載することを 要する。 しかし端株原簿には ， 

端株券の番号は 記載事項ではないというのが ， 

記載事項についての 相違点の一つであ る。 その 

理由は，端株原簿に 記載された端株に 対してほ， 

端株券の発行がないためであ る。 次に，当然の 

ことではあ るが， 端株原簿には ， 「 1 株に対す 

る割合」が記載されなければならないのに 対し 

て，株主名簿には ，このような 記載 は 必要とし 

ない。 この「 1 株に対する割合」は ，法律上ほ 

分数に よ る表示でも，小数に よ る表示でも差文 

えない。 

端株原簿の記載の 変更 何 としては，新株発行 

16)  改正要綱では 単に登録としていた ( 第ト 5) 。 
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によって端株部分が 一斉に増加する 場合のほか 

に，個別的原因によって 端株原簿から 除かれる 

変更 側 もあ る。 第 1 に，新株発行によって 端株 

部分が増加し ，その結果 1 株に到達したときの 

ように，端株原簿の 記載の上で 1 株になった 場 

合 であ る。 このような場合は ，会社はただちに 

これを株主名簿に 記載しなければならない。 な 

ぜなら，端株原簿には 端株ないし端株主につい 

て，株主名簿にほ 株式ないし株主について 法定 

的 シこ 記載すべきものだからであ る。 第 2 に ，端 

株主が端株券を 取得し，端株原簿に 記載された 

端株と合算して 1 株 となる場合， あ るいは端株 

券を提出して 1 株 となる場合であ る 0 このよう 

な場合 は ，端株券の提出が ，株主名簿への 記載 

の 請求を意味することになる。 第 3 に，端株主 

が端株券の発行を 請求し，その 発行が行なわれ 

た場合であ る， 

会社が，端株主の 請求にもとづ い て端株券を 

発行しだと ぎほ ( 商法第 230 条の 3 第 1 項 ), 端 

株 原簿にほ，無記名の 有価証券たる 端株券を特 

定するために ，その額面・ 無 額面の別，その 種 

類， 1 株に対する割合，番号および 発行の年月 

日を記載しなければならない ( 商法第 230 条の 

3 第 4 項 ) 。 この ょう に端株券が発行された 端 

株 原簿上の記載は ，当初の端株主を 明らかにす 

る記載 ( 登録端株主原簿 ) から，端株券を 特定 

するものに性質を 転ずること ( 端株券原簿 ) に 

なる。 端株券は無記名式であ る ( 商法第 230 条 

03 第 2 項 ) にもかかわらず ，端株原簿に 上記 

事項を記載することを 要するのは，無記名株式 

を発行した場合に 類似の事項を 株主名簿に記載 

することが要求されている ( 商法第 223 条第 2 

項 ) ことに 平 灰を合わせたのであ る "' 。 

端株券の交付請求にもとづき 端株券を発行し 

た場合は，当該端株主の 端株原簿に登録されて 

いる端株数からその 分を減少させることにな 

る。 他方発行される 端株券には，商法第 230 条 

の 3 第 3 項に定める事項が 記載されねばならな 

ぃ 。 端株券が発行されると ，端株券の所持大と 

17)  元木 伸 ・前掲代行リボート 58 号， 2 頁。 

会社との関係は ，端株券の取得者が 1 株分に達 

した段階で，会社にこれを 提示して，株主名簿 

への登録を求める ( 商法第 230 条の 8 第 1 項 ) 

だけのことであ るから，事実上， このような場 

合の端株原簿には ，いわゆる端株主管理の 機能 

ほ なく， もっぱら端株券発行の 記録と残高管理 

の機能をもつだけということになる " 。 

端株原簿の実務上の 管理とすれば ，端株主と 

通常の株主とを 分別することは 効率が悪いか 

ら ，通常では，株主名簿と 同一のコンピュータ 

一のシステムの 中で，記載事項別に 処理される 

ことになるのであ ろう， 9, 。 この点については ， 

法律上も問題はないと 考えられる。 法は ，端株 

原簿や株主名簿の 形式にで は なく，実質を 備え 

た端株原簿と 株主名簿が存在することを 要求し 

ているからであ る。 したがって，株主名簿と 端 

株 原簿を，形式的にも 実質的にも分別管理する 

ことは必要でない。 

端株原簿についても ，会社が名義 書換 代理人 

を定めることが 認められている ( 商法第 230 条 

の 2 第 2 項，第 206 条第 2 項前段 ) が，そもそ 

も 端株原簿の名義 書 換は認められていないの 

で， この場合の名義 書換 代理人ほ，正確には 原 

簿記載代理人というべ き ものであ る，。 ' と 考えら 

れている。 

端株原簿については ，株主名簿の 場合と同様 

の効力が認められている ( 商法第 230 条の 2 第 

2 項，第 224 条第 1 項， 第 2 項 ) 。 これ 帝こよ り 

端株主に対する 会社の正当な 処理が担保される 

ことになる。 ただ商法第 230 条の 2 第 2 項は ， 

所在不明株主に 関する商法第 224 条の 2 の規定 

を準用していない 点で問題は残るが ，株主名簿 

に関する商法第 224 条第 1 項および第 2 項を端 

株原簿に準用している 趣旨を考慮すれば ，端株 

主について，商法第 224 条の 2 の規定が類推 適 

片 されてよい。 

I8 Ⅰ 橋本孝一「端株・ 端株主の取扱実務 - 「 本 : 。 経 う正茸 

信』 36 巻は号 ( 昭和 56 年 9 月 ) 95 頁。 

Ⅰ 9 Ⅰ 橋本孝一・前掲 書 ， 95 頁参照。 

20)  倉沢康一郎・ 前掲 書 ， 21 頁。 
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VII. 端株券の志 義 

端株原簿に記載のあ る端株主は，会社に 対し 

て端株券の発行を 請求することができる ( 商法 

第 230 条の 3 第 1 項 ) 。 この場合， その有する 

端株の 1 部であ ってもよい。 

端株券 は ，代表取締役の 署名を要素とする 要 

式証券であ り ( 商法第 230 条の 3 第 3 項 ), その 

性質 は 有価証券であ る。 有効期限の制限はな 

い。 この端株券は 法律上当然の 無記名証券でも 

あ る ( 商法第 230 条の 3 第 2 項 ) 。 それゆえ，端 

株は，端株券の 単なる交付によって 移転するこ 

とができる ( 商法第 230 条の 3 第 5 項， 第 205 

条第 1 項 ) 。 端株主としては 自由に他に譲渡す 

ることによって 投下資本の回収をはかることが 

できる。 この ょう に端株券の発行によって 端株 

の流通を認めるのは ， これを商品性のあ る永続 

的な財産権 とすることが 目的なのではなくて ， 

端株主がこれを 1 株にまとめることを 容易にす 

ることがその 目的であ る ")0 すなわち，端株に 

ついてもその 換価の手段が 必要でもあ るし， ま 

た，必要な場合には 端株を整理して 1 株にまと 

めることができるなら ， これに対応する 手段が 

講じられてもよいと 考えられたからひ こ ほかなら 

ない。 このため，株券の 場合と異なり ，会社 は 

一般的には端株券を 発行することができない 

が，端株主から 請求があ った場合にかぎって ， 

端株券を発行することができるとされているの 

であ る。 

会社が端株券を 発行したと ぎ は，端株原簿に ， 

株主名簿記載事項に 対応した，前述の 所定事項 

を記載しなければならない。 

端株券は無記名式の 有価証券であ るから， 株 

券 に関する所持人の 資格授与的効力に 関する規 

定 ( 商法第 205 条第 2 項 ), 善意取得の規定 ( 商 

法第 229 条 ) および公示催告に よ る無効ならび 

に除権 判決に よ る再発行の規定 ( 商法第 230 条 ) 

が準用されている ( 商法第 230 条の 5 第 5 項 ) 。 

しかし，株主には ，何時でもその 無記名式の株 

21)  倉沢康一郎・ 前掲 書 ， 21 頁。 

券を記名式となすことを 請求することができる 

旨の規定 ( 商法第 227 条第 2 項 ) があ るのに， 

端株主に対して ， この規定の準用規定はない。 

これほ，いったん 端株券が発行された 端株は， 

登録端株に戻ることを 許さない趣旨であ る。 す 

なわち， いったん端株券の 発行を受けた 者 およ 

び端株の譲渡を 受けた者は，端株のまま ，再び端 

株原簿への記載を 請求することはできないので 

あ る。 また，端株についてほ ，記名株式の 移転 

0 対抗要件に関する 商法第 206 条第 1 項の規定 

も準用されていない。 結局，端株券は ，端株を 1 
株にまとめる 手段としてのみ 用いられるという 

位置づ け がされていることにその 理由があ る。 

端株券は，当然に 無記名式とされているから ， 

必要に応じて ，無記名株券を 発行した場合と 同 

様に取扱 う ための手当てがなされている。 たと 

えば商法第 228 条が準用されていることに よ 

り，端株券を 有する者は，端株券を 会社に供託 

しなければ端株主の 権 利を行使することができ 

ない ( 商法第 230 条の 7 第 3 項 ) 。 したがって， 

端株券の状態にあ る間に，無償交付がなされた 

ような場合には ，端株券の供託および 株主とし 

ての申告 ( 商法第 230 条の第 8 項，第 2 項 ) が 

なされないときは ，その端株券についての 無償 

交付 分は ，金銭分配という 方法で処理されるこ 

とになる 妨 。 

その他，無記名株券を 発行した場合と 同様の 

取扱いがなされる 事例として，新株引受権 につ 

い ての公告 ( 商法第 280 条の 5 第 2 項後段 ), 株 

式配当の内容に 関する公告 ( 商法第 293 条の 2 

第 8 項 ), 株式併合の場合の 1 株に満たない 端数 

に関する処置 ( 商法第 293 条の 3 の 6 第 3 項 ), 

会社が解散した 場合の公告 ( 商法第 407 条 ) 等 

があ る。 

VII1. 端株主の権 利 

 
 

 
 

な
 ⑩
 は
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

Ⅰ
 
エ
  
 
2
 
2
 



端株制度と端株主の 権 利 ( 入輿 島 降 ) ほ U  5l 

230 条の 5 その他法令で 定める権 利以外。   こ ， 株 

主として権 利を行使することはできない ( 商法 

第 230 条の 6) 。 端株主の権 利の内容は， 商法 

が特に定めたもの ンこ 限定されているから ，特別 

の権 利というほかはない。 したがって，商法が 

株主ないし株式について 認める権 利は，原則と 

して，端株主ないし 端株については 適用がない。 

これは端株自体が ，厳密には株式でないことに 

理由があ る。 この点，単位株制度のもとでの 単 

位 未満株主が有する 権 利が株式にもとづいてい 

るのと木質的な 差異があ る。 

端株主が会社に 対して右する 権 利は自益権 に 

かぎられる。 端株については ，定款をもってし 

ても共益権 を与えることはできない。 したがっ 

て ，少数株主権 の基礎 数 または株主総会の 定足 

数に端株の合計数に 相当する株式の 数は，算入 

すべきではないとされている ( 商法第 為 0 条の 

9 第 1 項 ) 。 そしてこのことは ，新設合併の 創立 

総会についても 準用されている ( 商法第 230 条 

の 9 第 2 項 ) 。 けれども会社の 側からすれば ， 

端株の合計数に 相当する株式が ，発行済株式の 

総数に含まれているのであ る。 

端株主が会社に 対して有する 自益権 のうちで 

も ，端株そのものの 代替物もしくほその 分身と 

もいえるもの。 こついては，端株主も 出資者であ 

ることに変わりがないから ，次の権 利が法律上 

当然に与えられる ( 商法第 230 条の 4) 。 株式の 

消却，併合もしくほ 分割， まだは，無償交付に 

よって金銭または 株式を受ける 権 利，残余財産 

の分配を受ける 権 利であ る。 このほかに，前述 

した定款および 端株原簿の閲覧または 謄写請求 

権 ( 商法第 263 条第 3 項 ) が法定されている。 

これらの権 利は，端株主が 端株原簿に記載され 

ているといないと ， また同時に 1 株以上の株主 

であ るとないとを 問わない。 

2. 定款により付与される 権 利 は ， 自益権 の 

うち基本的なものであ って，いわば 端株から派 

生する権 利であ るから，端株主の 当然の権 利と 

するのでほなく ，会社の自治に 委ねられている 

( 商法第 230 条の 5) 。 これには，利益・ 利息の 

配当請求権 ，中間配当請求権 ，新株・転換社債・ 

新株引受権 附社債の引受 権 があ る。 これらの権 

利以外の権 利を掲げても ，その部分に 関する定 

款の規定は無効であ る。 改正要綱の段階では ， 

登録端株主にかぎり 付与されるというような 表 

現 であ った ( 第一一 5 ㈲ ) が，改正商法では ，端 

株券を有する 端株主にも一般的に 付与できるも 

のとしている。 定款で定めうる 端株主に付与す 

る権 利の内容は，上記の 権 利のうち全部でも 一 

部 でもよい。 また，端株主の 全部に与えること 

もできるのであ るが，ただ，会社事務のコスト 

負担の軽減をはかる 趣旨から例外を 設 け ，定款 

で，端株原簿に 記載あ る端株主であ って，かつ 

株主たるものにかぎることも 妨げないとしてい 

る 。 この点については ，端株の発行が 認められ 

た趣旨からすれば ， この ょう な制限は定めない 

ことが望ましい 劫 ， と指摘されている。 けれど 

も， もともと， 端株制度がすでに ， Ⅰ株の 100 

分の 1 という一定の 投資単位を投資している 株 

主の経済的利益を 保護することを 目的とするも 

のであ るという観点からすると ，持分権 的な権 

利以外の自益権 については， これを端株原簿に 

記載のあ る端株主であ って，かつ株主であ る者 

にかぎって与えるのが 合目的であ ると解する学 

説 ' 。 弘 あ る 。 定款で定められるこれらの 権 利 

は， 当然には端株主やこ 与え ろ " る 権 利ではない 

と考えられるから ，一定の制限を 設けても，端 

株主平等の原則に 触れることはない。 しだが つ 

て後説 が妥当であ る。 

端株主が定款によって 与えられる利益配当請 

求権 については，端株主が 株主でないとすれば ， 

利益配当を株主でないものに 対してすること 

は ，たとえ定款の 定めをもってしても 許されな 

いのではないか ，という疑問が 呈せられている。 

これについては ，端株主を株主類似の 1 種の持 

分権 者として捉えることによって 説明がなされ 

23)  竹中正明「株式の "- 単位引上げと 額面制度」『 企 
業会計 コ ・ 33 巻 5 号 ( 昭和 56 ヰ -5 月 ) 25 頁。 

24)  倉沢康一郎双掲 書 21 頁。 竹内昭夫『改正会社法 
解説 コ ( 右斐閣 ，昭和 56 年 12 月 ) 49 頁参照。 
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ている 劫 。 なるほど，端株主は ， 1 株の 100 分 

の 1 を最低とする 端株を有するものではあ る 

が，株主と同様に 出資者であ ることに変わり ほ ないのであ るから，妥当な 説明と かえょ ふノ 

定款。 こ 定めること ァこ よって端株主に 与えられ 

るこれらの権 利は ， 後に定款を変更することに 

よって ， 奪 う ことができる。 これらの権 利は， 

端株主にとって 本来由りな権 利ではなく，定款に 
よって初めて 与えられるものだからであ る。 

端株主として 権 利を行使すべ き 者を定めるた 

め，株主名簿における 基準日の制度を 採ること 

が認められている ( 商法第 230 条の 7 第 1 項， 

第 2 項 ) 。 すなわち， 一定の日において 端株原 

簿に記載のあ る端株主をもってその 権 利を行使 

すべき端株主とみなすことができる。 株主名簿 

の閉鎖制度が 採用されていないのは ，端株原簿 

についてほ名義 書換 が認められていないからで 

あ る。 株主名簿について 実際に名簿閉鎖が 行な 

われているときは ， 閉鎖期間の初日が ， この 一 

定 の 日 となる。 

3. 端株の発行を 受 け ，端株原簿に 記載され 

た株主 は ，会社に対し ，端株券の発行を 請求す 

ることができる ( 商法第 230 条の 3) 。 端株主 

が ，端株を他へ 譲渡することによってその 投下 

資本を回収する 方途として，考慮されたのであ 

る。 けれども， いったん端株券の 交付を受ける 

と，会社に対する 権 利行使のためには ，その都 

度端株券を会社に 供託しなければならないとい 

9 点でわずらわしくなる。 また， 定款で端株主 

に利益配当等を 与える旨を定める 場合でも，そ 
の権 利を与える者の 範囲を株主であ って，端株 

原簿に記載のあ るもの ァこか ぎることができるか 

ら，端株の所持 人 にとっては， この ょう な場合 

不利益となる。 したがって，端株原簿 ャこ 記載の 

あ る株主は，端株を 譲渡する必要があ るときに 

のみ，端株券の 発行を請求する 方が有利であ 

る 肺， と 考えることもできる。 

端株主による 端株券交付請求権 の濫用という 

25)  服部栄姉「株式制度改正の 意義と問題点」 圧ジ 
ュ リストコ 747 号 ( 昭和 56 年 8 月 ) 104 頁。 

問題については ，費用の徴収という 方法であ る 

程度防止することは 可能であ ろう。 端株券作成 

費用の徴収は ，会社の任意であ るから，たとえ 

ば， 100 分の上端株券という 最小単位のものを 

何回も交付請求するというような 特別な場合に 

は ，相当程度の 費用を徴収することもできるか 

らであ る。 

端株原簿に登録されている 端株数の 1 部の端 

株について，端株券の 交付を請求することは ， 

端株主の譲渡の 便宜という観点から ，肯諾 しぅ 

るものであ る。 また交付請求権 行使の際，券種 

の指定があ れば， これに応ぜざるをえないもの 

と 考える。 

端株原簿に登録された 端株については ，商法 

第 230 条の 3 第 5 項で，第 209 条第 4 項の規定 

が準用されているから ，端株についても 登録質 

の制度が適用される。 この場合，無償交付等に 

より生じた端株に ，質権 の効力は及ぶことにな 

るため，質権 者は当該端株について 端株券の引 

渡しを請求できるが ，実際には，端株券交付請 

求権 に質権 が及ぶものと 解される。 端株原簿に 

登録されたままの 端株については ，質権 の設定 

ほできない。 質権 設定は，譲渡性を 有するもの 

を 前提とするからであ る。 同様のことは ，信託 

財産の表示についても い える。 けれども，信託 

財産とされている 株式から生じた 端株について 

は，信託財産表示が 可能 妨と 解されている。 

4. 端株券の所持 人が 端株主として 権 利を行 

便 するためにほ ，端株券を会社に 供託しなけれ 

ばならない ( 商法第 230 条の 7 第 3 項， 第 228 

条 ) 。 端株券が発行された 場合には， 端株主の 

権 利付 便は ，すべて無記名株式と 同様の方法に 

26)  元木 伸 ・前掲 書 ， 一 69 頁参照。 竹内昭夫・双掲 
書 53 頁参照。 この点の実務 界 とすれば，端株が 
生ずるような 株主割当てによる 新株発行の際 
は，端株主の 管理という事務処理の 問題上，会社 
から積極的な 端株券交付請求の 勧誘を行ない ， 

端株原簿への 記載を少数とすることに 努めるこ 
とが実際的であ ろう ( 笠原誠吾「株式」 ( 改正商 

法と実務上の 間 題 ) F 企業会計』 33 巻 9 号 ( 昭和 
56 年 8 月 ) 173-174 頁参照 ) 。 

27)  稲葉威雄・双掲 菩 ， 3 頁。 
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よることとなるのであ る。 しだがって端株券を 

発行している 会社が，法令または 定款に定めた 

権 利を株主に付与しようとするときは ，前述し 

たようにその 旨の公告をしなければならない。 

したがって，配当の 権 利を什与する 場合には， 

実際上は，無記名株券に 準じて配当 ク -- ポン を 

券面に付けることになる ", 

端株券を供託した 端株主に対して ，無償交付 

による端株の 割当てがなされた 場合の端株の 処 

理ナ こついては，端株原簿に 記載する端株主にか 

ぎって，端株券の 交付請 ボが 許されるのであ る 

から，直接的に 端株券を交付することはできな 

い。 この場合にほ ，端株原簿に 所定の事項を 記 

載し，登録することになるが ，端株原簿への 記 

載を欲しない 申出があ れば，これを 売却処分し， 

克復金を支払うことになる。 

端株券の所持 人 に対して端株主としての 権 利 

を付与するだめ ，端株券を供託すべき 旨の公告 

をしだけれども ，供託されなかった 場合につい 

てほ ，定款にょり 付与されている 権 利について 

は，失権 させることもできる ，また法律で 当然 

に認められている 権 利については ， 売却して金 

銭で分配されることになる。 

IX. 端株主が株主となる 時期 

端株主は ， 100 端株以上保有することになっ 

たときは， 1 ㏄端株に達したと ぎ ，すなわちその 

右する端株が 1 株に達したときに ， 1 株につい 

ての株主となるべぎであ るが，端株券の 所持 は ， 

当然には会社にとってわかるものでほない ，そ 

こで，端株券のみを 有する端株主の 場合は，併 

せて 1 株となるべ き 端株券を会社に 提出しだと 

きから株主となる ( 商法第 230 条の 8 第 2 項 ) 。 

登録端株主のうち ，端株券がその 1 部を構成し 

ているときほ ， これを会社に 提出したときに 株 

主となる ( 商法第 230 条第 1 項 ) 。 こ " らの場合 

28)  前田主稲葉二吉田他日改正商法・ 要説と実務問 
題の解明山 ( 財経詳報社， 昭和 56 年 m1 月 ) 50 頁 
( 稲葉発言 ) 参照。 

@. @ ブ し @ @ ヰ 木 @ 端株主からの 請求がなされたときに ， 株 

主として扱 う ための手続を 進めればよい。 しか 

し 登録端株主であ って， この者が，不足 分 の 登 

録 すべき端株を 取得したとぎ 株主となる場合 

( 商法第 230 条第 1 項 ) には，端株が 1 株分にま 

とまったことが 判明すると 穏 U 兄にあ るので， 端 ・ 株 

原簿の記載を 経ずに， 会社は自主的に 株主とし 

て 扱 う ための手続をとらねばならない。 いずれ 

の場合であ っても，端株主が ，株主ど な " ぱ，会 

社は ，端株原簿中の 関係あ る部分の記載を 修正 

するか抹消し ，株主名簿に 所定の事項を 記載し 

なければならなし、 0 端株券の提出を 受けた場合 

には，その失効手続を 採り，遅滞なく 株券を発 

付 しなければなら ュよ、 、 ， 9)0 端株券の提出があ っ 

@ 十 @@ - し に @ きは，その提出が 株主名簿への 記載の請 ，，ぞ 

を意味することになるが ，この場合，端株券 は無 

記名の有価証券であ るから，会社が 善意 無 重過 

失で 端株券の提出者を 株主名簿に記載すれば ， 

たとえその者が 無権 利者あ るいは単なる 占有者 

であ っても，会社は 免責される。 

          端株分だけを 右する端株主の 場合であ 

って ， Ⅰ株をこえてちょうど 1 株にならないと 

きには， 「釣り端株券」の 交付を受けることが 

できる。 また，会社に 提出した端株券と 端株 原 

簿に 記載した端株を 併せると， 1 株以上となる 

場合にば，残余の 端株は，「釣り 端株券 - として 

発行するか，あ るいは残りを 登録端株とするか 

の 問題が生ずる。 この ょう な場合は， まず第 1 

に 株主の意思によることが 必要であ り，その 意 

  思が 明らかでなければ ，株主に有利な 方法を採 

う ざるをえない 0 すなわち， 「釣り端株券」を 

交付してしまうと ，改めて " 録 端株とすること 

ほ 認められていないから ，残余。 こついてほ ， 上り ナ l@@@.@ り 『 @ 『 @ 

榛原簿に記載して ， 登録端株とする 方法を採る 

ことになる， 1 株を超える部分にっき ，端株 京 

簿に 記載があ る者については ，残余にっき 端株 

原簿に記載のあ る端株として 残される つ一一   
29)  端株主が，本来の 株主となるときに 発行される 

株式の地質について ， 服 、 栄姉・双掲 詩 ， 104 

頁 参照。 
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るが， この場合でも 当然のことではあ るが， 1 

株の 100 分の 1 の整数倍でなければならない。 

この端株の 1 人双の通常株式への 転換は，名 

簿閉鎖期間中でもなすことができる。 けれども 

これによる議決権 の行使については ，転換社債 

の 転換の場合 v こついての商法第 341 条の 6 の規 

定が準用されているから ，名簿閉鎖期間中また 

は基準 日 後になされた 場合には，その 総会での 

議決権 行使 は 認められない ( 商法第 230 条の 8 

第 3 項 ) 。 ただ，新しく 端株原簿に記載すべき 端 

株を取得したことにより 株主となる場合にほ ， 

新株発行の場合と 同様，議決権 の行使が認めら 

れると解する " 。 

X. まとめにかえて 

昭和 56 年改正商法によって 新設された「端株 

制度」 ほ ，理論的にも ，実務的にも ，若干の課 

題を残しているよ う に思われる。 

そもそも，わが 国のこの端株制度は ， ァメリ 

力 め fractional share ( 端株券Ⅰと scrip ( 板株 

券 ) の中間的な性質を 有するものとして 構成さ 

れていることから ，そのいずれにも 属さないも 

のとして取扱われている 点に問題があ るよさに 

思われる。 すなわち， franctionaI  share  の所有 

者は，その有する 端数に比例して 議決権 を行使 

し ，配当を受領するなど ，株式と同等の 権 利が 

与えられたいわば 小割 株 としての性質を 有する 

ため，事務手続上，会社にとって 著しい負担を 

もたらす結果となっている 31, 。 これに対し ， 

scrip の所有者は， 原則として株主のいかなる 

権 利も付与されず ， 6 月内に 1 株にまとまった 

ときに，完全な 株式と交換できる 制度であ る。 

単に流通のための 手段としての 性質しか有しな 

いのが scrlp 制度であ る。 この点，わが 国の端 

30)  ;ll 円 克忠 「株式制度の 合理化」『税務腔報別冊 コ 

3 号 ( 昭和 56 年 9 月 ) 23 頁。 元木Ⅰ稲葉 前掲 
『別冊商事法務 J1 50 号， 15 頁。 元木ミ稲葉           

掲 『説経通信』 36 巻 12 号， 16-17 頁。 

31) 長浜洋一「端株式・ 端株券，仮株券」 T 株主権 
の 法理 Jl 0 成文 堂 ，昭和 55 年 11 月 ) 137 頁参照。 

株主には，株主権 的権 利が付与されている。 な 

お， ァメリヵ においては， fractionalshare を発 

行するか， scrip を発行するか ， あ るいは処分 

代金を分配するかいずれの 方法にするかについ 

て選択することができる 切 。 

昭和 56 年の改正目的を 徹底するなら ，端株制 

度を設ける必要はなかった ， あ るいはアメリカ 

の scrip のように，端株主には 株主権 をすべて 

認めず，ただ 完全株式 株 に満ちる端株を 取得し 

たとぎ は，適当な対価を 支払って，完全株式 ( 新 

株 ) の発行を請求するにとどめるべぎであ った 

というような 批判も出されており ，実務界から 

も端株ならびに 端株主の管理費用が 相当程度に 

なるのでほないかと 危惧されている 33, 。 たとえ 

ば ，端株主の権 利行使のための 供託，端株券へ 

のクーポン添付，無償交付・ 株式配当についての 

期日までに端株券が 供託されない 場合の売却金 

の処分方法等， あ るいは譲渡制限のあ る端株の 

譲渡承認手続が 無記名式の端株券に 相応するも 

のなのかどうかという 問題は，実務上かつ 理論 

上検討の余地を 将来に残しているといえ よ う。 

暫定的な単位株制度の 早期解消のためにも ， 

この端株制度が 株式会社制度の 中で定着するこ 

とが望ましいのは ， 当然のことではあ るが，残 

されたいく っ かの課題を理論的にも ， また実務 

的にも解決することが 先決であ ると考える。 

( 横浜国立大学経営学部助教授 ) 

32)  元木 伸 ・前掲 書 64-65 頁参照。 小山目塞内 ニ 

遠藤『改正商法の 実務解説』 ( 商事法務研究会， 
昭和 56 年Ⅱ 月 ) 43 頁参照。 北沢Ⅰ浜田『デラウ 

ェア一般会社法 J ( 商事法務研究会，昭和 46 年 
6 月 ) 35-36 頁参照。 長浜洋一『ニューヨーク 

事業会社法 コ 商事法務研究会，昭和 42 年 m2 月 ) 

46-47 頁参照。 並木俊 守 『アメリカ会社法』 ( 東 
洋経済新報社，昭和 45 年 6  月 )lon 頁 参照。 E,nst. 
L  . FoIk,  I1I,  The  Delaware  Genera4  C0 ゆ 0- 

ratio れ Law,  1972, p,  126;  Samuel  S. Cross, 

Corporatio れ L 篠ひ in  Co 抑 cnecticwMt,  1972,  pp. 

373-374. 
33)  稲葉二幅二河本 亡 森本「会社法の 改正～理論を 

中心として」『ジュリスト』 747 号 ( 昭和 56 年 8 

月 ) 49-50 頁 ( 森木発言 ) 。 服部栄姉・双掲 書 104 
頁。 笠原誠吾・前掲 書 ， 173-174 頁。 


